
令和5年度徳島支部事業実施結果
令和6年度の事業展開について
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■

※評価は、KPI(重要業績評価指標)の達成度合いを3段階(◎0△)で表示

1サービススタンダード達成率 ◎

△2.現金給付等の申請に係る郵送化率

3.柔道整復施術療養費の申請に占める、施術箇所3部位以上、かっ月15日以上の施術の申請の割合^△
4.被扶養者資格の確認対象事業所からの確認書の提出率 ◎

5.社会保険診療報酬支払基金と合算したレセプト点検の査定率 ◎

6.協会けんぽの再審査レセプト1件当たりの査定額 ◎

フ.日本年金機構回収分も含めた資格喪失後1か月以内の保険証回収率 △

8.返納金債権(資格喪失後受診に係るものに限る。)の回収率 =◎

9.生活習慣病予防健診実施率(40歳以上)

10.事業者健診データ取得率

11.被扶養者の特定健診実施率

12.被保険者の特定保健指導の実施率

13.被扶養者の特定保健指導の実施率

14.受診勧奨後3か月以内に医療機関を受診した者の割合
^^

15.ジエ劇"ク医薬品使用割合
. JT

16.地域の医療提イ共体制等への働きかけや医療保険制度に係る意見発信

17.ー"窒競争入札に占める一者応札の割合

18.健康宣言事業所数

19.全被保険者数に占める健康保険委員が委嘱されている事業F斤の被保険者数の割合

令和5年度徳島支部重点事業実施結果一覧

◎.完全達成 0.概ね達成△:未達成
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業務グルーブ

重点事業実施結果

2



基盤的保険者機能関係:業務グルーブ

1.サービススタンダード達成率

令和5年度
KP1目標

令和5年度

主な取組

SSの申請書を受付日から10営業日までに支払う 100%

令和5年度
結果・課題

(全国比較)

書類の不備返戻を咸らすため、不備返戻の多い項目をピックァップし、本部へ改善要望を上けるとともに、事
務担当者等へ算定基礎届説明会や健康保険委員向けYOUTubeの配信等を行い自動審査率の向上によ
り、早く支給ができた。

令和6年度
KP1目標

100%(全国1位

令和6年度

課題解決の
ための取組

自動審査率向上により支給日数の短縮ができた。更なる広報により不備返戻を減らし受付から支払いまでの
日数を短縮する。

SSの申請書を受付日から10営業日までに支払う 100%

参考
過去実績
全国比較

全国平均99.9ψ0)

不備返戻を減らし自動審査率を向上して受付日から支払いまでの日数を短縮するためには
幅広い広報を行う。

議員の皆様に、
ご意見・ご協力頂きたい

武イント

令和4年度支部:100%全国1位・

令和3年度支部:100%

令和2年度支部:100%全国1位・

平成元年度支部:100%

傷病手当余や出産手当金など、事業主証明欄も大幅に変更しています。
特忙、請求期間中の陸艮酬の受取りの有無」にっいて、ご本人様の申請内容と事業主様証明内容が相違しているケース、
また事業主様証明の「年月」記載もれなどで申請書をお返しするケースが多くありますので、ご注意願います。

全国1位・

最終
評価

全国:99.99,'0

全国1位・

全国:99.9Ψ0

全国:99.5ツ0

全国:999中'0

◎
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基盤的保険者機能関係:業務グルーブ

2.現金給付等の申請に係る郵送化率

令和5年度
KP1目標

令和5年度
主な取組

現金給付等の申請に係る郵送化率を96.0%以上とする

令和5年度
結果・課題

(全国比較)

退職者が増える時期 a2月・3月)に合わせ、退職者が多い事業所と自治体の国民健康保険担当部署へ
任継申請セット(任意継続資格取得申出書・料率表・返信用封筒)を送付し、退職後の健康保険加入
案内をお願いするとともに郵送提出を求めた。電話等においても申請書の郵送案内を行った。

93.3%(全国33位

令和6年度
KP1目標

支音畴多転に伴い、来所された方に来訪理由アンケートを実施。理由が、申請書の書き方、早く給付してほしい
、制度説明を聞きたい等、一定以上の来訪者がいることが判明。契約駐車場がなくなったことにより郵送化率
は上がったが目標は達成できなかった。

令和6年度
課題解決の
ための取組

現金給付等の申請に係る郵送化率を対前年度以上とする

全国平均95.6Ψ0)

参考
過去実績
全国比較

・任継申請セットを、11月・2月に事業所や自治体へ送付。
・弓は続き電話等で郵送での申請案内を行う。
・広報誌等で幅広く広報を行う。

議員の皆様に、

ご意見元二'協力頂きたい
ポイント 4

令和4年度支部:919%全国41位・

令和3年度支部:90,1%全国43位・

令和2年度支部:88.0%全国45位・

平成元年度支部:78.フ%

一定以上来訪のお客様がおられるので丁寧・業見仞な対応を行います。

最終

評価

全国:95.7Ψ0

全国46位・

全国:95.79'0

△

全国:94,8中0

全国:91.1%



基盤的保険者機能関係:業務グルーブ

3.柔道整復施術療養費の申請に占める、施術箇所3部位以上、かっ月15日以上の施術の申請の割合

令和5年度
KP1目標

令和5年度
主な取組

柔道整復施術療養費の申請に占める、施術箇所3部位以上、かっ月15日以上の施術の申請の割合にっいて対前
年度以下(0.47%)とする

令和5年度
結果・課題

(全国比較)

施術箇所3部位以上、かっ月巧日以上の施術の申請者等重点的に患者照会を行った。

0.51%(全国15位

令和6年度

柔整審査委員会で初検日から6ケ月以上の申請書、初検日から2ケ月以上経過をして月に20日以上施術の
ある申請に関する受療先(施術所)への確認を継続して実施したが目標末達成。ただ、全国順位は1つ上
けている

全国平均で、3年連続して1.0096を下回ったためKP1から削除。

参考
過去実績
全国比較

全国平均0,84qo)

議員の皆様に、

ご意見・ご協力頂きたい
ポイント

令和4年度支部:0,4ア血

令和3年度支部:0.52%

令和2年度支部 0.749'0

平成元年度支部:0.80%

従業員や家族の方へ、接骨院等でのイ建康保険使用はケガや急性の1要肩痛に限られており、慢性的な疲労や肩こりは
健康保険は適用されないことの周知をお原凱、します。

全国16位・

最終
評価

全国10位・

全国20位・

全国:0.86ψ0

全国17位・

全国:09デ血

全国:1.129'0

△

全国:1.26WO
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基盤的保険者機能関係:業務グルーブ

4.被扶養者資格の確認対象事業所からの確認書の提出率

令和5年度
KP1目標

令和5年度
主な取組

被扶養者資格の確認対象事業所からの確認書の提出率を対前年度以上とする

令和5年度
結果・課題

(全国比較)

本部から末提出事業所へ被扶養者状況確認りストを送付前に、支部から提出依頼文書(裏面:FAX
申込)を送付。
被扶養者状況確認りストの到着1週間後から電話勧奨を行い、目標達成。

943%(全国9位

令和6年度

事前の提出依頼文書(裏面FAX依頼文書)、本部力ち送付された圧着はがき到着1週間後に電話勧奨
を行った結果目標を上回った。
一方で、昨年に続き、当該確認をもって「扶養解除」となった割合は、1,47%(全国平均:1.14ψ0)と全
国平均より高い傾向。

マイナンパーを活用し再確認の対象者を絞り出し確認がしゃすくなったためKP1から削除。

参考
過去実績
全国比較

全国平均89.1ψ0)

評議員の皆様に、
ご意見・ご協力頂きたい
ポイント

令和4年度支部:94.1%

令和3年度支部:92.3%

令和2年度支部:92.4%

平成元年度支部:91.2%

マイナンバーを活用し、確認りストへ要同居・別居,収入超過等の表示をし、詳細な確認作業をお願いしております。
引き続き、今年度もよろしくお願いいたします。
なお、削除率が全国平均より高い傾向にありますので、異動の事実が発生した場合、そ傭β度、年金機構へ被扶養者
異動届の提出をお願いいたします。

全国10位・

最終

評価

全国24位・

全国21位・

全国34位・

全国:922ψ0

全国:912ψ0

全国:91.3%

◎

全国:913中0
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業務グルーブ:事業総評と今後の事業課題

・令和5年度KP1は、 2/4達成できた。・(昨年度:3/4)
昨年度達成した柔整が目標未達成となった。請求件数が年間約

3,200件増え3部位15日以上(44件)が増加したことが要因と思わ
れる。

・自動審査率を向上させるために信己入不備・書類返戻」を減らすた
めの、広報が必要である。

・マイナ保険証の利用により限度額適用認定証の発行が不要になるた
め幅広い広報が必要である。
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レセブトグルーブ
重点事業実施結果
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基盤的保険者機能関係:レセフトグルーブ

5.社会保険診療報酬支払基金と合算したレセフ゜ト点検の査定率
^

令和5年度
KP1目標

.
'

①社会保険診療報酬支払基金と合算したレセブト点検の査定率(※)にっいて前年度以上(0273%)とする
(※)査定率=レセプト点検により査定 6咸額)した額÷協会けんぽの医療費総額

②協会けんぽの再審査レセプト1件当たりの査定額を対前年度以上(5,331円)とする

令和5年度

主な取組

・他支部の点検結果データを分析し、点検効果力勺高いと思われる事例の点検を強化した。

・点検員のスキルアップを目的に各種研修会へ参加。(8月、11月)また、支部独自で月次で勉強会を実施。外部委託業者

によるレセプト点検研修を8月、2月実施。

・支払基金での審査傾向等の情報交換を毎月実施。また、原審判定で疑義の出たレセプトにっいて、再協議すること1こより査定と

なった例もあり、引き続き基金と協議する。

令和5年度

結果・課題

(全国比較)

①038896(28位)全国平均
②7,953円(24位)全国平均

令和6年度
KP1目標

^

レセプト内容点検にっいて、着実に実績向上しておりKP1を達成した。

令和5年度で点検員1名退職となったことから、点検のさらなる効率化を図り、点検員個々の実績の向上に努める。

令和6年度

課題解決の
ための取組

デ',

①査定率・・0,145%(対前年度)以上②査定額・・フ,953円(対前年度)以上
※R6年度は、レセプト点検査定率にっいて支部単独査定率のみをKP1目標とするよう本部より指示あり。R5年度の支部単独査定率0,145%以上としている。

.

.進捗管理の徹底、点検員のスキルアップ、自動点検の強化、支払基金との連携を図ることで、査定率・査定金額の向上を目指す。

.外部講師による研修会の開催、本部主催研修会へ参加していく。

珍考
過去実績

全国比較

0.4229'0

8β07円

令和4年度

令和3年度

令和2年度

令和元年度

支部実績・-0.273ψ0(40位)全国平均 0.3379、'0

支部実績一・0.259ψ0(38位)全国平均 0.332%

支部実績・・・0.2879、0(30位)全国平均・・0.318ψ0

支部実績・-0.28フツ0(32位)全国平均・・・0.362ψ0

①査定率

支部実績・・・5,331円(38位)全国平均・・・フ,125円

◎

支部実績・・・5,114円(34位)全国平均・-6,330円

支部実績-6,097円(13位)、全国平均・・・5,377円

支部実績・-4,557円(23位)全国平均・・・4,729円 9

②査定額
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基盤的保険者機能関係:レセフ゜トグルーブ

フ.日本年金機構回収分も含めた資格喪失後1か月以内の保険証回収率

令和5年度
KP1目標

令和5年度
主な取組

日本年金機構回収分も含めた資格喪失後1か月以内の保険証回収率を対前年度以上(91.99%)とする

令和5年度

結果・課題

(全国比較)

.文害による回収催告及び電話番号判明者への電話勧奨を全件実施した。

.本部から提供される「保険証末回収事業戸斤データ」を活用し、文書により事業所へ保険証回収の協力要請を行った。

9月-36事業所、3月・・31事業所

令和6年度

KP1目標

89.29%(13位)全国平均 82.109'0

令和6年度
課題解決の
ための取組

全国的に保険証の回収率そのものは低下したが、順位は向上。

保険証回収の広報にっいて、HP・メルマガ等の広報媒体を積極活用し、回収率の向上に努めた。

保険証回収率,・89.29%(対前年度)以上とする

.文書・電話回収催告の確実な実施、「保険証未回収事業所データ」を活用した、事業所へ保険証回収の協力要請の実施。

.年金機構へ資格喪失時の保険証の回収および回収登録の確実な実施にっいて、連携会議等を通して協力要請を行う。

.協会けんぽの広報手段を積極活用し、退職時の保険証の回収にっいてアナウンスを実施する。※R6・12月までの取組

参考
過去実績

全国比較

令和4年度

令和3年度

令和2年度

令和元年度

支部実績,・・9199切'0(14位)

支部実績,,・91.11%(13位)

支部実績・・・95.689'0( 7位)

.マイナンバー関連の一体法案の成立により、今年度12月にマイナ保険証への仞り替えが行われます。

.今後、全加入者に「資格情報のお知らせ」、マイナ保険証がない方への「資格確認書(最大5年有効)」の発行が行われます。

ぽたJ尉テの保険証も資格喪失等で無効にならない限り、令和7年12月まで有効となります。

.引き続き、広報等に努めてまいりますので、ご協力をお願い申し上げます。

支部実績・・・94.57qo(24位)

全国平均・・・86.27中0

全国平均・・・92.419'0

全国平均・・・92.419'0

全国平均・・93.04ψ0

△

*元年度のみ、4~1月(10か月)分
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基盤的保険者機能関係:レセフ゜トグルーブ

8.返納金債権(資格喪失後受診に係るものに限る。)の回収率

令和5年度
KP1目標

令和5年度
主な取組

返納金債権(資格喪失後受診に係るものに限る。)の回収率を対前年度以上(6852%)とする

.返納金の振替調整として保険者間調整を積極的に活用。回収率の向上に努めた。a62件_17,847β03円)

.高額債務者に対し、初回催告時に電話勧奨を実施。(138件架電、64イ牛1妾触、53件納付約束_フ,6部,517円)

.催告後化納入がない者に対し弁護士名催告実施。(毎月16件)

.返納金力噛額な者に対し法的手続きを実施。(7件実施)

.住所不明者に対し、市町村等への住所照会を行うことによる追呈亦調査の実施。

令和5年度

結果・課題

(全国比較)

87.80%(2位)平均値一,53,29WO

令和6年度
KP1目標

保険者間調整の推進、弁護士催告・法的手続き等を着実に実施することで、目標を達成できた。
次年度においても各取組みを着実に実施するものとする。

令和6年度
課題解決の
ための取組

債権回収率・-86.849b(対前年度)以上とする
※R6年度は、返納金回収率(診療報酬返還金(不当)を除く)をKP1目標とするよう本部より指示あり。R5年度の左記の回収率86.84%以上としている0

参考

過去実績

全国比較

債権の納付期限および納付約束期日の管理菌敵底し、確実な回収へつなげるともに、保険者間調整の積極的な実施及び費用対効果
を踏まえた法的手続きの実施により、返納金債権の回収率の向上を図る0

令和4年度

令和3年度

令和2年度

支部実績一・68.52ψ0(14位)

支部実績・・・81.489'0( 4位)

支部実績一・49.60WO(41位)

平均値-54.35ヲ'0

平均値・・・55.489'0

平均値・・・53.40ψ0

◎

11
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レセブトグルーブ:'事業総評と今後の事業課題

レセプト内容点検につぃて、ニロナ関連のレセプトを中心に点検に

取り組んだ結果、支部設立以降、最も高い査定額を出しKP1は達成し

た。支払基金と合算した査定率の順位も全国第28位と大きく実績を向

上することができた。点検員全体の更なるスキルアップ、点検の効率化を図

り査定率・査定額の向上を図る。

保険証の回収にっいて、全国的{こ回収率力曙ち込んだが、各種取り組みを通

して、全国順位を伸ばすこと力じできた。今年度12月にマイナ保険証への切り替え

が予定されているが、引き続きJ見1子の保険証の回収にっいて着実に取辧且みを

実施していく。

返納金の回収にっいては、全国順位が2位と好成績を収めることができた。引

き続き、保険者間調整の推進、弁護士催告・法的手続き等を着実に実施する

ことで、より効果的な回収を目指す。

12



保健グルーブ
重点事業実施結果
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戦略的保険者機能関係:保健グルーブ

9.生活習慣病予防健診実施率(40歳以上)

令和5年度
KP1目標

令和5年度
主な取組

生活習慣病予防健診実施率を58.1%以上とする

・検診車による集団健診実施時のDMによる受診勧奨を行う。
・新規事業所および任意継続被保険者への健診案内を行う。
・生活習慣病予防健診実施機関に未受診事業所への受診勧奨業務を委託し受診率向上を図る。
.節目年齢(35歳40歳50歳)の未受診者に対し、DMによる受診勧奨を行う。
.健診機関が少ない県南地域において実施可能な健診機関へ受託勧奨を行い、受託機関を増やすことで受診機会を増やす。

令和5年度

結果・課題

(全国比較)

56,1%(全国38位全国平均57.フツ0)
<健診受診者数>60,725人(対前年十2,899人)

令和6年度
KP1目標

.集団健診受診勧奨DM :年3回のべ82,844件送付、受診者数516人(104人増)

.新規適用および任意継続加入者への健診案内:事業所 477件任意継続 2,430件

.受診勧奨業務委託受託健診機関 11機関、インセンティブ対象機関 4機関(458人増)

.節目健診受診勧奨DM :9,728件送付付加健診受診者数2,785人(292人増)

.県南地域の健診機関への受託勧奨の結果、契約締結1機関

令和6年度
課題解決の
ための取組

生活習慣病予防健診実施率を58.1%以上とする

参考
過去実績

全国比較

.検診車による集団健診実施時のDM案内を確実に行う。

.生活習慣病予防健診実施機関に未受診事業戸斤への受診勧奨業務を委託する。

.節目年齢(35歳)の未受診者に健診機会の周知としてDMによる案内を行う。

.経年的未受診者に対し、小ツジ理論を利用したDMを送付し、健診受診への関心を持たせる。

議員の皆様に、
ご意見・ご協力頂きたい
、イント

令和4年度

令和3年度支部:51.1%

令和2年度

支部:539%

令和元年度支部 50,4VO

令和5年度に生活習慣病予防健診の自己負担額が引き下げられ、令和6年度からは付加健診の対象年齢力斗広大して
おります。
35歳以上の1正業員の方にっいては、生活習慣病予防健診の受診案内にっいてご協力をお願いします。

支部:49.5ψ、0

最終
評価

全国40位・全国:56.4ψ0

全国39位・

全国39位・

全国39位・

全国:53.69、0

△

全国

全国:52.3中0

51.09,'0

ーヘ
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戦略的保険者機能関係:保健グルーブ

10,事業者健診データ取得率

令和5年度
KP1目標

令和5年度

主な取組

事業者健診データ取得率を18.フ%以上とする

令和5年度
結果・課題

(全国比較)

.事業戸斤の健診実施月に合わせた提イ共依束頁と末提出事業所の再依頼を行う。

.徳島労働局及び徳島県と連携を行い通会口文書の作成。

.データ提供の覚書を交わしている健診機関に対し、事業者健診結果データの早期提供にかかるインセンティブを付与し、
確実な取得を行う。

10.1%(全国14位全国平均7.1Ψ0)
<データ取得件数>10,893件(対前年-833件)

令和6年度
KP1目標

令和6年度
課題解決の

ための取組

・健診結果パンチ委託数:4,556件
.徳島労働局及び徳島県と連携した通知文書を作成し、年次案内および随時案内に同封実施。
.未提出事業所の勧奨イ牛数:約480事業戸斤・12,765件
.データ早期提供受託健診機関5機関インセンティフ該当件数357件

事業者健診データ取得率を10.0%以上とする

参考
過去実績
全国比較

.事業者健診結果提供勧奨及びバンチ業務を合わせて委託し、確実な勧奨を実施する。

.徳島労働局及び徳島県と連携した通知文書を作成し、テータ提供勧奨を実施する。

.データ提供の覚書を交わしてぃる健診機関に対し、事業者健診結果データの早旦打提供にかかるインセンティプを付与し、
確実な取得を行う。

議員の皆様に、

ご意見・ご協力頂きたい
吠イント

全国:フ.6WO

15

令和4年度

令和3年度支部:12,3粉全国12位・

令和2年度

支音":10.9ψ0

令和元年度支部

生活習慣病予防健診ではなく事業者健診を受診としている場合は、データ提供にっいてご協力をお願いします。
可能であれば、生活習慣病予防健診への切り替えのご検討をお願いします。

支部:15.89,'0

全国15位・

一終

評価

13.79,、0

全国 2位・

全国:8.8ψ0

全国 3位・

全国:8.デ血

全国:8.OWO

△



戦略的保険者機能関係:保健グルーブ

11.被扶養者の特定健診実施率

令和5年度
KP1目標

令和5年度
主な取組

被扶養者の特定健診実施率を36.フ%以上とする

令和5年度
結果・課題
(全国比較)

.市町村が行うがん検診との特定健診同時実施のDMを送付する。
・オプションを追加した無料集団健診を実施する。

.生活習慣病予防健診の集団健診実施時に、特定健診も同時実施し、対象者にDMを送付する。

27.4%(全国32位
<健診受診者数>6,587人

令和6年度
KP1目標

令和6年度
課題解決の
ための取組

.16市町と連携し、対象者の居住地に実施するがん検診との同時実施DMを送付した。受診者数1,027人(14人増)

.オプションとして骨密度を追加した自己負担無料集団健診を実施年2回受診者数 1,783人四4人減)

.生活習慣病予防健診集団イ建診と特定イ駈含の同時実施にかかるDMを送付した。受診者数256人

被扶養者の特定催診実施率を30.2%以上とする

全国平均28.3qo)
(対前年-457人)

参考
過去実績
全国比較

.市町村が行うがん検診と特定健診の同時実施にかかるDMを被保険者住所へ送付する。
・オプションを1助Uした無料集団健診を実施する。(年2回)
.生活習慣病予防健診の集団健診実施時に被扶養者の特定健診も同時実施し、対象者にDMを送付する。

議員の皆様に、

ご意見1ご協力頂きたい
、イント

16

令和4年度

令和3年度

令和2年度

支音β:27.9ψ0

令和元年度支部 25.59'0

支部:25.8%

事業主様から、事業所内において従業員の被扶養者にっいても健診受診推進と保健指導対象となった場合に対応
いただけるよう呼びかけをお願いします。

支部:24'9ψ0 全国14位・

全国27位・

晟終
評価

全国28位・

全国:27.アm

全国24位・

全国:26.2%

全国:21.39,0

△

全国:25.5ψ0



戦略的保険者機能関係:保健グルーブ

12.被保険者の特定保健指導の実施率

令和5年度
KP1目標

令和5年度
主な取組

被保険者の特定保健指導の実施率を38.0%以上とする

令和5年度
結果・課題

(全国比較)

・WEB面談の活用により利便性の向上と実施率増加を図る。
・生活習慣病予防健診受託機関にっいて保健指導委託契約を勧奨し実施機関拡大を図る。
・外部委託保健指導専門機関の進捗管理を行い実施効果向上を図る。

28.0%(全国13位全国平均19.8ψ'0)
<実績ヨ判而実施者数>3,620人(対前年-155人)

令和6年度
KP1目標

令和6年度

課題解決の
ための取組

・WEB面談による特定保健指導の実施:4事業所 19人(10事業戸斤減、220人減)
・契約勧奨健診機関数:1件(契約不可(理由:多忙))
・外部委託保健指導専門機関による保健指導実施件数:初回面談 35件実績三平f西 4件(継続指導中)

被保険者の特定保健指導の実施率を32.6%以上とする

参考
過去実績

全国比較

.外部委託保健指導専門機関の趨歩管理を行し蹟極的に活用し、実施数の増加を図る。
・訪問受け入れの難しい事業所に対し、WEB面談による特定保健指導を実施する。
・アウトソースを利用し、対象者への利用案内を確実に行う。

議員の皆様に、
ご意見・ご協力頂きたい
、イント

令和4年度

令和3年度

令和2年度

支部:28.9%

令和元年度支部:29.フ%

支部:30.9%全国 7位・全国

支部:22.8%全国14位・全国:15.5ψ0

特定保健指導の案内が届いた際には、日程調整や指導場所の確保など、ご協力いただけますようお願いします。

全国 8位・全国

最終

評価

全国 6位・全国

18.29i'0

1829,'0

△

18. oq'0
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戦略的保険者機能関係:保健グルーブ

13.被扶養者の特定保健指導の実施率

令和5年度
KP1目標

令和5年度
主な取組

被扶養者の特定保健指導の実施率を18.8%以上とする

令和5年度
結果・課題

(全国比較)

・集団健診時に、特定保健指導を当日実施できる健診機関を拡大する。
・委託健診機関が集団健診時にスムーズに指導を実施できるよう支援を行う。
・健診機関と連携をとり、集団健診時に保健指導者を派遣する等柔軟に対応できる体制をっくる。

15.1%(全国26位全国平均15.6中、0)
<実績三平イ西実施者数>91人(対前年・37人)

令和6年度
KP1目標

令和6年度
課題解決の
ための取組

・集団健診受託健診機関に、特定保健指導の当日実施を打診した。
・健診機関と連携し、必要であれぱ保健指導者を派遣する体制を構築した。

被扶養者の特定保健指導の実施率を22.フ%以上とする

参考
過去実績
全国比較

.集団健診実施健診機関に、当日特定保健指導の実施を委託する。

.集団健診実施時に、支部から保健師を派遣して特定保健指導を実施する。(健診機関が実施できない場合)
・来所による特定保健指導を実施する。

評議員の皆様に、
ご意見・ご協力頂きたい

、イント

令和4年度

令和3年度

令和2年度支部;15.4ψ0

支部

令和元年度支部:10.2%全国23位・全国

支部 13.99"0

19.8中0

事業主様から、事業所内において従業員の被扶養者にっいても健診受診推進と保健指導対象となった場合に対応
いただけるよう呼びかけをお願いします。

全国17位・全国:15.5%

最終

評価

全国24位・全国

全国15位・全国

12.89'0

△

13.1%

11.89/、0
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戦略的保険者機能関係:保健グルーブ

14.受診勧奨後3か月以内に医療機関を受診した者の割合

令和5年度
KP1目標

令和5年度
主な取組

受診勧奨後、3か月以内に医療機関を受診した者の割合を13.1%以上とする

令和5年度
結果・課題

(全国比較)

血圧.血糖高値者への電話勧奨外部委託を実施する。併せて、10月より、脂質(LDロレステロール)の高値者へも勧奨を実施する。
・生活習慣病予防健診受託健診機関に対し、自院健診後に文署および電話による受診勧奨を委託する。
・CKD予備ヨ¥への受診勧奨を行う。・メタボリックシンドローム予備群への情報提供を行う。
・糖尿病治療中断者に対し、文書による受診勧奨を行う。

フ.16%(全国 46位

令和6年度
KP1目標

・電話勧奨外部委託委託件数:800件
.健診機関に対する二次勧奨域者への受診勧奨業務委託委託健診機関数:8機関受診勧奨数:72件
・CKD予侑群への文書による受診勧奨勧奨件数:352件
.メタポリックシンドローム予備群への情報提供提供件数:1,490件

令和6年度

課題解決の
ための取組

健診受診月から10か月以内に医療機関を受診した者の割合を対前年度以上とする

全国平均 9.15Ψ0)

参考
過去実績

全国比較

.生活習慣病予防健診受託健診機関に対し、自院健診後に文書および電話による受診勧奨を委託する。

.直営保健師による二次勧奨域者への電話または文書による受診勧奨を実施する。
・CKD予備群への受診勧奨を実施する。
.メタボリックシンドローム予備群への文書による情報提イ共を実施する。

評議員の皆様に、
ご意見・ご協力頂きたい
ボイント

令和4年度

令和3年度

令和2年度

支部:99ψ0

令和元年度支部

支部

健診結果力要治療.要精密検査であった従業員の方には早期に医療機関へ受診するよう勧奨をお願いします。

支部:10.5%

8.49、'0

最終

評価

全国24位・全国:9.9ツ0

全国44位・全国:10.5%

9.69'0

全国16位・全国

全国39位・全国

△

10.リ血

10.59、0

※令和6年度より変更

19



保健グルーブ:事業総評と今後の事業課題

<健診>生活習慣病予防健診の受診率は増加したが、事業者健診結果

データ取得率、被扶養者の特定健診受診率はやや低下した。

全健診実施率計:59.1%(全国36位)

<・保健指導>初回面談実施件数の減少により.、'実績評価実施者数が伸びず、

実施率が低下した。

全指導実施率計:27.4%(全国13位)

<重症化予防>勧奨委託事業が、一時中断となった影響もあり受診勧奨後受診

率は前年より約3%低下し、全国平均を下回る結果となった。 ア

今年度につぃて、健診は、引き続き更なる保健事業の充実化かかる様々な広

報を行うことによる加入者への周知、集団健診事業等の着実な実施、指導は、

委託機関の拡大と保健指導専門機関の積極的な活用の実施、重症化予防は、直

営保健師による電話受診勧奨の実施を基本として、効.率・効果的に事業推進し

目標達成を目指す。
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企画総務グルーブ
重点事業実施結果
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戦略的保険者機能関係:企画総務グルーブ

15.ジエネリツク医薬品使用割合

令和5年度
KPτ目標

令和5年度
主な取組

ジエネリック医薬品使用割合※を年度末時点で80%以上とする
※医科・DP0歯科・調剤

・納入告知書同封チラシでの情報提供(毎月)
・保険者協議会による新聞段広告(5月)
.分析結果に基づく医療機関と薬局への訪問勧奨(6・7月)
・軽減額通矢口の発送(8・9・2月)
・支部独自i融nの発送(10・3月)
.とくしま病院・健康ガイドへの広告掲載(12月)

令和5年度
結果・課題

(全国比較)

令和6年度
KP1目標

78.5%(全国47位全国平均83.6%令和6年3月診療分)

令和6年度
課題解決の

ための取組

.支晝勝虫自通矢口対象者の方が切替率力塙く、再通知が効果的であることがわかった。

.令和4年度から引き続き供給量不足の影響から、医療機関・薬局への積極的なアプローチが困難であった。

ジエネリック医薬品使用割合※を年度末時点で80%以上とする

※医科・DPC・歯科・調剤

参考

過去実績

全国比較

.令和5年度から引き続き、軽減額通知後の再通知を実施する。(9・10月、年齢階級別発送)

.本部提供の分析ツールを活用し、関係機関と協力して訪問勧奨を行う。

.WEB広告を活用し、ターゲットを絞っで情報提供を行う。

議員の皆様に、
ご意見・ご協力頂きたい
吠イント

令和4年度(令和5年3月診療分)

令和3年度(令和4年3月診療分)

令和2年度(令和3年3月診療分)

令和元年度(令和2年3月診療分)

軽減額通知後の再通矢口には、徳島支部独自の情報を掲載することになりますが、切替率向上のためにど訓、つた
訴求を行うべきでしょうか。

議終

評価

徳島支部 75.89、0

徳島支部:738%

徳島支部:73.8%全国47位・全国 80.4ψ0

徳島支部:70.3%全国47位・全国:78.フ%

△

全国47位・全国:81,7ψ0

全国47位・全国:80.4%
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戦略的保険者機能関係:企画総務グルーブ

16.地域の医療提供体制等への働きかけや医療保険制度に係る意見発信

令和5年度
KP1目標

令和5年度
主な取組

効率的・効果的な医療提供体制の構築に向けて、地域医療構想調整会議や医療審議会
等の場において、医療デ'ータ等を活用した効果的な意見発信を実施する
.県西部地域医療構想調整会議にて、支部長より、地域で完ホ吉する医療・介護の提供体制を構築していくた
めには、施設等の八ード面はもとより、まずは施設を運営するスタッフを確保する必要があることを訴えた。

.県医療費適正化計画推進委員会にて、企画総務部長より、保険者努力重点支援プロジエクトの内容にっい
て説明し、連携して事業展開するよう1窃力を求めた。

令和5年度
結果・課題

西部地域医療構想調整会議・医療費適正化計画推進委員会にて
見発信を実施

.県内3地域(東・西・南)のうち、以下の西部の会議に保険者代表として支部長が参加
令和5年5月15日西部地域医療構想調整会議(WEB)
令和5年10月25日 Ⅱ

令和6年01月24日 Ⅱ

令和5年03月16日 Ⅱ

※その他、県健康対策審議会や県地或職域連携推進協議会にも参加
.県医療費適正化計画推進委員として、以下の会議に保険者代表として企画総務部長が参加
令和5年09月06日医療費適正化計画推進委員会
令和5年11月01日 Ⅱ

令和6年度
KP1目標

令和6年度
課題解決の

ための取組

参考過去実績

議員の皆様に、
ご意見こ'協力頂きたい
、イント

廃止

引き続き、関係機関に対して医療データ等を活用した意見発信を行い、事業連携を拡大・強化していく。

最ネ冬
評価 ◎

平成30年度~令和4年度:意見発信を実施

徳島支部としてどぅいったデータを各会議の中で発信していくべきか、ご意見をお聞かせください。
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戦略的保険者機能関係:企画総務グルーブ

17.一般競争入札に占める一者応札の割合

令和5年度
KP1目標

令和5年度
主な取組

一般競争入札に占める一者応札案件の割合にっいて、20%以下とする

令和5年度
結果・課題

(全国比較)

・過去の入札参加事跡を参考{こ、協会から業者へ積極的に応札に向けた声掛けを行った。
・他支部で同様の調達案件を行った際に入札参加した業者へ、入札案内を行った。

・過去の清報を参照し、他グループへ調達起案の早期提出を促した。

令和6年度
KP1目標

0%(一般競争入札6件中、一者応札0件)

令和6年度
課題解決の

ための取組

積極的に業者に声掛けを行った結果、一者応札を発生させなかった。

一般競争入札に占める一者応札案件の割合にっいて、15%以下とする

参考
過去実績
全国比較

引き続き、全国の入札状況を注視しっつ、業者への声掛けや、十分な公告期間、参加しやすW士様等への見
直しを行い、複数業者の入札を図る。

議員の皆様に、
ご意見・ご協力頂きたい

、イント
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令和4年度

令和3年度

令和2年度

令和元年度 20.0%(全国18位)

25.0ψ0 (全国7位)

14.3%(全国33位)

入札案件にっきましては、徳島支部HPの「調達盾報」に掲載されておりますので、団体の会報や会議の場で
周知にご協力いただきますようお願いします。

12.5%(全国27位)

最終
評価 ◎



戦略的保険者機能関係:企画総務グルーブ

18,健康宣言事業所数

令和5年度

KP1目標

令和5年度
主な取組

健康宣言事業所数を660事業所以上とする

・広報会議{こて勧奨案を適宜検討し、年4回勧奨通矢口を発送した。
・宣言事業所に対してインタビユーを行い、好事例集を作成し、勧奨時に活用した。

・宣言事業所に対するフォローを充実させた。(健康講座・支音傍虫自情報発信・メンタルヘルスセミナー・トクしま
健康事業所サボートの充実等)

・経済団体主催の研修会に講師として参加した。

令和5年度
結果・課題

(全国比較)

宣言事業所豐曳:707事業所(KP1達成率107.1Ψ0)
※前年より103社増加

令和6年度
KP1目標

宣言事業所数は前年十103社と、KP1目標を上回る結果となった。主なエントリー契機は、年4回の文書勧奨

(81ネ丘ントリー)と、連携協定先である生命保険会社の勧奨(17社エントリ→によるものであり、この2点には令
06年度も一定の効果が期待できる。
一方で、文書勧奨は年間5,081社送付のうち、81社エントリー=ヒツト率1.6ツ0と芳しくなく、勧奨方法にっいて

R6年度に見直しをすすめる。

令和6年度
課題解決の
ための取組

健康宣言事業所数を870事業所以上とする

参考
過去実績
全国比較

・「文書勧奨によるヒット率向上」に向け、他支部の耳薪且事例も参考にしながら、様式等の見直しを行い、属性

(業態呂小規模別等)ごとに効率的な文書勧奨を実施する。(年4回)
.連携協定先に対しては、訪問等による積極的な盾報提供を足挫卜かりに密接な関係構築・連携事業実施等を
図る。

議員の皆様に、
ご意見・ご協力頂きたい

吠イント

令和4年度 604事業所(月500件オ呈度、市町村ごと1こ文書勧奨を実施)

令和3年度 462事業所(納入告知書同封チラシ等の広報紙内で勧奨、訪問・電話勧奨)

令和2年度

令和元年度 226事業所(主に健保委員への勧奨、連携協定締結の保険会社による紹介)

宣言後のアフターフォローに関して、徳島県内の中小企業様が「より積極的に健康づくりに取り組みたい」
と思えるツール・手法等に苦慮しており、ご助言いただけれは幸いです。

348事業所(主に連携協定締結の保険会社による紹介、広幸畔固

◎
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基盤的保険者機能関係:企画総務グルーブ

19.全被保険者数に占める健康保険委員が委嘱されている事業所の被保険者数の割合

令和5年度
KP1目標

令和5年度
主な取組

全被保険者数に占める健康保険委員が委嘱されている事業所の被保険者数の割合を
58.3%以上とする

令和5年度

結果・課題

(全国比較)

・新規適用事業所に対する文書勧奨の実施(毎月・319事業所)
.健康宣言エントリーの勧奨と併せた文書勧奨の実施(年4回・5,689事業所)
.連携協定に基づく生命保険会社による訪問勧奨

59.50%(全国18位

令和6年度
KP1目標

事業所りスト(支部内の全事業所のデータをエクセルで一元管理し、規模別、業態別、健保委員委嘱有無等
でフィルターをかけた勧奨力句能)の整備により、勧奨活動の効率化を図った。
※委嘱事業所数: R4年度1,619→R5年度1,685

令和6年度
課題解決の
ための取組

.全被保険者数に占める健康保険委員が委嘱されている事業所の被保険者数の割合を59.53%以上とする

.健康保険委員の委嘱事業所数を1685事業所以上とする

参考

過去実績
全国比較

全国平均52.64ツ0)

.イ建康保険委員になることの丈"トを感じていただくため、支音働虫自チラシ(分析結果や上手な医療のかかり
方等を掲載)を作成し、積極的に盾ま尉是供を行う。

.事業所にっいての盾報をまとめた事業所りストを活用し、規模や地域を絞った形で効率的に委嘱勧奨を行う。

議員の皆様に、
ご意見・ご協力頂きたい
、イント
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令和4年度支部:58.75%

令和3年度支部:58.30%

令和2年度支部:56,15%

令和元年度支部:54.84Ψ0

中.ノ」畉則莫事業所に対して、健康保険委員の委嘱拡大を行うため1こは、どぅいったアプローチをしていく必要がある
のか、また、どぅいったメリットがあれぱ委嘱いただけるのかアドバイスをお願いします。

最終
評価

全国16位・

全国15位・

全国15位・

全国11位・

全国; 50.82ψ0

◎

全国:47.63%

全国:45.169'0

全国:42.26%



企画総務グルーブ:事業総評と今後の事業課題

・健康宣言事業所数の拡大に向けて、文書勧奨や経済団体の研修会

に講師として参加しアピールしたが、前年度ほど伸びなかった。

(R4年度十142事業所・ R5年度十103事業所)

今年度は、数字を伸ぱしている他支部の好事例(申請書や封筒の

レイアウト等を変更)を参考に、宣言勧奨と健康保険委員の委嘱

勧奨(事業所りストを活用)を行っていく。

また、宣言後の健康づくりの質を高めるためのフォローアップ

(セミナーや健康づくり講座の開催・好事例集の配布等)にも注

力していきたい。

ジェネリック医薬品使用割合については、'本部と連携を図.りなが

ら、対象を絞った形での通知事業や医療機関訪問を行い、80%

まであと一歩とし.、うところまできている。

徳島支部の現状や、 R6年10月力＼らスタートする「患者の特別負

担」につぃて、 WEB広告等を活用して積極的に情報発信を行い、

加入者の行動変容を促す。
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徳島支部事業進捗状況(KP1等)

サービススタンダード達成率

(申請受付から支給までの振準期間:10日闘)

現金給付等の申請に係る郵送化率

KP1等項巨内容

地会けんぽのレセプト点検の査定率

協会けんぽの再審壷レセプト1件当たりの査定額

日本年金機権回収分も含めた資格喪失後1か月以内の保隆証回設牢

瑛R5.12まで

返艶金回収率(診痩報酬返還金(不当)を熱く)の回収牢

、年産
R4
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,'手月t

100,0
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1000
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KP1の推移
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899

0.03?

90,8

6966

100.0

R6

794

90.?

0.]22

被扶茎者の特定保蛙指導の実施牢

93.4
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10_9%

5了%

9月

フ.1闇

221闇

2'令弊

19 1%

160胎

10n黒

0銅年並みに推

移

Π 5%

2月

0川

20.フ%

掘計

'ー・9月

199%

Ⅱ阿

10月

宮 0、

;5、

10.9弊

2●.0%

21.フ%

161%

11.5%

3月

四"】

10,0号

23.1乳

?き 0曳

Ⅱ月

1月

B.5%

1.4%

219%

2' 1%

0.0%

161%

105%

2丁0写

?59M

'対応要検討

U月

2月

測計

曹5鷲

1 1%

26J%

16 ヨ%

10.8関

27.g鳥

4~12月

?8,6%

3月

85%

1月

フ,1%

2了.0闇

289闇

16.3郭

11.1闇

0前年並みに推

襲

1,8男

285黒

宮9易

2月

7d%

需計

16.6鼻

105鳥

28.,%

9.才%

3月

73、

28.5%

198与

10.1M

4-3月

10.6%

フ.3叫

冨計

'対応蔓検討

0,黒

19.8%

/ヨ%

10.6%

q,9導

5.君%

フ.?%

冨計

'対応要検討

,念5舛

フ.16弊

31念0与

0前年並みに推

移

明
脚

業
務

レ
セ
プ
ト

保
健



徳島支部事業進捗状況(KP1等)

ジェネリッウ医貰品使用割合

辯医科、 DPC、調剤、備科における使用割合

一般蝕争入札に占める一考降札の割合

巣契約日ペース

KP1等項目内容

健康宣言事業所数

健座保隆委費の委嘱事靈駈懲

年度

健康保隆委員の委鷹委員散

R4

'月

R5

735

R6

5月

年座

拓.Ⅱ

737

R4

6月

16.3

4月

R5

1き拓

全被保険者数に占める健康保険委員が委幅されている事業所の械保険者数の割合

0/1

R6

7月

而4

年塵

5月

0ハ

Ja a

0門

0/1

R4

KP1の推移

8月

762

6月

0捻

●冥

怖

1ヨヨ

0/0

0/ 1

R6

;

9月

16 '

年度

1月

0川

5月

E

73.H

ν2

Om

R4

12

10月

P

子65

gA

Ⅲ0

6月

4月

コイ1

R5

フ' 4

ν2

0/0

460

】9

R6

Ⅱ月

3

T68

9旦

Ⅲ0

7月

年度

5月

肘!

'

75 1

ν2

n/0

a91

]5

70丘

R4

」2五

10月

1'1.1

0/0

日月

6月

6ムヌ

4月

R5

3

75 1

0/1

0川

'-1月

50n

702

2'

R6

フ74

Ⅱ月

0/フ

g月、

7月

年度

'5?

5冉

2/

0

75 ?

0ハ

Om

535

了03

R4

え

2月

フフ'

12月

11

10月

Om

8月

655

6月

'月

'

IR

R5

了55

0/0

0/0

气59

1,270

、

自6

91

マ

3月

1且 7

Ⅱ月

1月

ω0

9月

6Ⅱ2

年塵

1.6?8

7月

5月

0

門8

0/?

1ν0

56'

1.213

1.685

6

36

R4

、

2月

0/0

12月

10月

6冊"

丑月

1.646

5

0月

'月

ν

但近

現状評価

R5

0/0

0/0

J5.急%

569

1 285

10

1.763

53

R6

Ⅱ

3月

Ⅱ月

On

1月

78.7帖

哘呂7

9月

1.G55

年座

1月

5月

1

8

Om

9

0/n

575

1.321

1.11ヌ

5

R4

10

巧

Ⅲ0

韮月

2月

10月

69?

1667

8月

冨計

6H

'

4月

?5

R5

X目標素遁

Ⅲ0

5"5

131門

25.0,'

3

1,"●

宜

n

R6

5

3月

Ⅱ月

691

1月

M

1'6T5

9"

0.0%

7月

年度、

1.言34

5月

Ⅱ

片90

1.1含1

Ⅱ

加

1,450

0,0弊

1.0ヨ]

41

R4

0目標逓成見込

(計画通り)

印

12再

2拜

692

10月

1,619

8月

1.859

?

累計

6月

4月

M

孔5

50き

1 399

13ι

1.'53

1.9aR

57

14?

、 1月

R6

3月

706

11月

】,5宜0

g月

1.3舶

0

7月

5月

103

10

50a

1,゛17

41

】.rl0ι

1,928

麻

.4

12月

1.6gユ

701

ユ司

10月

1.89'

8月

0

栗計

6月

8

1.551

5白2了

1.Ξ61

ι0

10

60a

0目標達成見込

(計画通り)

3月

1,{〒E2

"月

1月

59.OB

1.弗(M

9月

え

7月

707

2

15蛇

Ⅱ

1,569

31

703

1.駈B?

n月

2月

10月

1.g07

0

8月

昂計

7

1.60n

1.51q

139

34g

】,685

3阿

190d

証月

1月

9昇

2

66

1.6N

5523

1.610

写'

θ8

1.685

59 气ス

1才月

2月

1.η06

10月

0

累計

1.1a自

10

1.61g

0自撫達哉見込

(計画通り)

3月

100尋

Ⅱ月

1月

リ

1,685

1.宮02

13

1゛了73

1,908

詑月

2月

τ

緊計

1,丑12

581ヨ

392

59.●且

】η?0

3月

1月

98

1.825

1.973

5

2月

業計

1,苫25

0目撫達成見込

(計画通り)

き月

1,2ヨ

58.15

1,,2君

50.50

累計

5月.75

59.50

0.00

0目標違成見込

23

「
ー
、

企
画
総
務



支部医療費適正化等予算

分野

医療費適正化対策経費

医療費適正化対策経費計

広報・意見発信経費

令和5年度支部保険者機能強化予算(執行実績)

広報・意見発信経費計

区分

企画部門

支部保健事業予算

業務部門

分野

紙媒体による広報

その他の広報

健診経費

健診経費計

区分

健診実施機関実地指導旅費

予算額

ψ

事業者健診の結果データの取得

保健指導経費

4,256

集団健診

(単位:千円)

執行額

健診推進経費

健診推進経費

4,256

0

1,636

執行率

4β61

中間評価時の血液検査費

保健指導経費計

1,636

0

655

38.4%

医師謝金

5,016

重症化予防事業経費

817

0.0%

保健指導用パンフレット作成等経費

9,272

38.4%

275

保健指導用事務用品費(測定用機器類等)

重症化予防事業経費計

1,092

18.フ%

保健指導等図書購入費

コラボヘルス事業経費

2,728

予算額

41.9%

公民館等における特定保健指導

コラボヘルス事業経費計

21.8%

保健指導推進経費

その他の経費

29.4%

執行額

保健指導利用勧奨経費

4,156

0

その他の経費計

フ,837

合計

未治療者受診勧奨

2β82

執行率

47

2,127

重症化予防対策

2,713

3,739

100.0%

17,588

51.2%

563

コラボヘルス事業

47.フ%

838

99

フ,314

19.5%

48

250

30.9%

騎

150

41.6%

0

56.フ%

55

132

88

108

0.0%

429

52.9%

44

272

72.2%

1,391

0

80.1%

120

1,595

376

0,0%

2,288

28.0%

837

3,883

1383%

922

3,968

602%

134

3,968

1,0騎

57.8%

2,088

5,8%

0

2,088

272%

26,830

0

52.6%

0

52.6%

11,295

0

0.0%

J

0.0%

42.1%

、 30

計口


